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政策調整会議の概要 

開催日 平成 23年 12月 8日（木） 

 

◎項  目 

１ ２月の広報計画について【総務部】 

２ 平成２２年度決算検査報告【会計管理局】 

３ その他 

 

◎内  容 

１ ２月の広報計画について【総務部】 

 総務部から２月の広報計画（案）について説明を行った。 

【概要】 

・主な広報内容 

○さん SUN高知：１２月補正予算（防災・減災対策の加速等）、新資料館の整備、南海地震対策 

○おはようこうち：新資料館の整備、教育改革、龍馬ふるさと博、産業振興計画 

○ラジオ番組：新資料館の整備、産業振興計画、健康長寿県構想、龍馬ふるさと博 

 

２ 平成２２年度決算検査報告【会計管理局】 

会計管理局から会計検査院による平成２２年度決算検査報告について説明を行った。 

【概要】 

 ・会計検査院は正確性・合規性・経済性・効率性・有効性の観点等から検査を行っており、参考にな 

る部分が多い。 

・各部局において、関係省庁の事案及び緊急雇用事業について参考にして、事務改善や効率的な予算 

執行をすること。 

 

３ その他 

（土木部） 

 ・県内の公共事業に関連して、建設業協会、県内３０社程度の企業について公正取引委員会の立ち入り 

検査が行われた。現時点では、談合の疑惑があるとして検査を行っている段階であり、業者も特定さ 

れていない状況のため、県として何らかの対処をするということはない。 

公正取引委員会が措置を確定した場合には、指名停止、契約の解除、違約金、賠償金を求めるといっ 

た措置を講じることになる。 

完了している工事については、案件によっては賠償金を求める。 

施工中の工事については、契約解除を含めた対応の検討が必要。 

今後の契約案件については、契約時に不正行為がないこと、法令を遵守していることを誓約書として 

求めるなどの対応を検討している。 

（副知事） 

 ・建設工事に関わらず、各部局に発注業務はある。各部局の職員に「高知県談合情報対応マニュアル」 

を周知すること、管理職員が部下に対してマニュアルに基づく指示を出すなど、法令遵守を再度徹底す 

ること。 

 


